
１．本研究の意義・目的

文部科学省では，児童生徒の障害の重度，重

複化への対応や LD，ADHD，高機能自閉症な

ど小・中学校に在籍する児童生徒への対応を検

討すべく，２００１年に特別支援教育の在り方に関

する調査研究協力者会議（以下，協力者会議）

を設置し，特別支援教育，特別支援学校の検討
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がなされてきた。２００３年には協力者会議が「今

後の特別支援教育の在り方について（最終報

告）」を取りまとめ，地域において障害のある

子どもたちの教育をより適切かつ柔軟に行う障

害種別にとらわれない学校として，また，これ

まで蓄積した教育上の経験やノウハウを生かし

て，地域の小・中学校等における教育について

の支援を行うことにより，地域における障害の

ある子どもの教育に関する中核的な機関，セン

ター的な役割（以下，センター的機能）を果た

す学校として，盲・聾・養護学校を特別支援学＊立命館大学大学院社会学研究科博士後期課程
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本研究では，全国に先駆けて新制度を取り入れてきた京都市における特別支援学校の役割について
検討する。Z総合支援学校に寄せられた相談の記録である「センター票」に注目し，学年の相談件数，
相談内容別，相談者別，相談終了までの相談期間，相談終了までの相談回数，診断を受けた対象児の
人数と診断名などに分け，年度ごとに集計を行った。その結果，総合支援学校が行う相談の特徴は，
障害診断を受けていない対象児が多く，小学校低学年の学習，学級運営上の問題を持つ子どもが主た
る対象であることが明らかとなった。学校教育法の改正の趣旨の一つとして，特別支援学校は障害を
持つ幼児児童生徒，その他教育上特別の支援を必要とする幼児児童生徒の教育に関し，要請に基づ
き，幼稚園や小中高の学校に対して助言，援助を行うとされている。しかし，本研究の実態調査の結
果では，障害診断のされていない幼児，児童および生徒が主な対象であった。こうした調査結果から
は，特別支援学校では，障害診断のされていない児童生徒の早期発見，早期教育の機能を地域におい
て果たしているものと考えられる。特別支援学校には，障害に起因しない，あるいは障害だけに起因
しないで特別なニーズを持つ子どもの支援に関する経験や知識においては，必ずしも蓄積されていな
い。こうした矛盾を乗り越えていくためには，特別支援学校と児童相談所との連携や，将来的には特
別支援学校から相談センターを機能的にも独立させ，様々な専門家も含めた別組織の専門機関を立ち
上げるといった取り組みが必要であろう。
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校に転換することなどが検討された。これを受

け，２００４年には中央教育審議会に特別支援教育

特別委員会が設置され，２００６年には「特別支援

教育を推進するための制度の在り方について

（答申）」が取りまとめられた。答申では，特別

支援学校は，小・中学校に在籍する障害のある

児童生徒について，教育上の高い専門性を生か

しながら地域の小・中学校を積極的に支援して

いくことが求められるとしている。さらに，地

域の特別支援教育におけるセンター的機能につ

いては，全国の特別支援学校が制度的に一律の

機能を担うことは現実的でなく，各学校の実情

に応じて弾力的に対応できるようにすることが

適当であるとしながらも，例示として，小・中

学校の教員への支援機能，特別支援教育等に関

する相談・情報提供機能，障害のある幼児児童

生徒への指導・支援機能などを挙げ，具体的な

指針を示している。

そして，これらの具体化として２００７年に学校

教育法が改正される。特別支援学校において

は，第七十四条「第七十二条１）に規定する目的

を実現するための教育を行うほか，幼稚園，小

学校，中学校，高等学校または中等教育学校の

要請に応じて，第八十一条第一項（後述）に規

定する児童，生徒又は幼児の教育に関し必要な

助言または援助を行うよう努めるものとする。」

と，地域の学校等からの要請に応じて支援をす

ることが定められた。また，文部科学省，厚生

労働省が２００８年に示した，障害のある子どもの

ための地域における相談支援体制整備ガイドラ

イン（試案）においても，特別支援学校は障害

発見後の相談機関として位置づけられている。

これら法改正等により，文部科学省は特別支

援学校の対象をこれまでの５障害（盲・聾・知

的・肢体・病弱）から LD等の障害まで拡大さ
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せた。さらに，特別支援学校の機能を地域の障

害を持つ児童生徒の相談活動等にまで拡大させ

ることにより，特別支援教育の積極的展開を示

している。特別支援学校は LD等も含めた障害

を持つ児童生徒を主な対象とし，障害発見後の

相談機関として位置づけられている。しかし，

教育的に特別な支援を必要とするニーズは障害

の有無に関わらず生じるものであり，障害を前

提とすることは，ニーズを見逃してしまう可能

性を生じさせる。それでは，教育的に特別な支

援を行うセンター的機能として十分とは言えな

い。対象を障害の有無によって限定せずセンタ

ー的機能に取り組んでいる特別支援学校の実績

を分析することにより，特別支援学校のセンタ

ー的機能の検討を行う必要があろう。本研究で

は，特に特別支援学校における助言と援助の機

能を相談センター機能と称して検討する。

相談センター機能に関する研究は，これまで

以下のようなものがある。

相談者の属性を分析した研究では，田中

（２００６）が盲・聾・養護学校３３校に対しアンケ

ートを行い，教育相談の申し込み経路の機関や

相談支援内容などを分析している。田中

（２００６）は，盲・聾・養護学校に寄せられる教

育相談の申し込み経路において，小学校からの

相談件数が群を抜いて多く，小学校への支援と

特別支援教育に関する教育相談を充実させるこ

とが喫緊の課題であるとしている。また，林・

石橋（２００６）の特別支援教育に関する研究や，

久保田・上村（２００４）のある養護学校の教育相

談対象者の年齢等の調査においても対象児童生

徒は就学前から小学生がほとんどであった。

相談内容の調査研究では，小学校における問

題，発生事例などについて平澤・神野・廣嶌

（２００６）が通常学級担任への調査を行い，担任



教師は児童が集団活動や対人関係を阻害する行

動，活動に取り組まないことなどを問題と感じ

ていることが多いと報告している。また，吉

利・吉海（２００６）は，小学校側は特別支援教育

や特別支援学校をどのように認識しているの

か，２００４年にある市における小学校長への特別

支援教育への理解と学校経営について調査して

いる。そこでは，小学校側は盲・聾・養護学校

（特別支援学校）との連携はあまり重視してい

ないものの，必要とする連携としては「教育相

談」が最も多く必要とされている。

これらのことから２００７年の制度改正以降，特

別支援学校への地域からのニーズとしては，就

学前から小学校での教育相談が多くなるであろ

うと推測される。またその内容としては，集団

的活動や対人関係などの内容が増加するだろう

と推測される。ただし，いずれの既存研究にお

いても特別支援学校における具体的な教育相談

内容の調査，分析まではなされていない。そこ

で本研究では，国の制度に先駆けて相談センタ

ー機能に取り組んできた京都市のZ総合支援学

校の「総合育成支援教育相談センター（愛称

「育（はぐくみ）」支援センター，以下「育」支

援センター）」の実績をもとに，相談内容まで

分析しつつ，特に相談内容と当該児童生徒及び

幼児の状態を検討し，その機能の実態を明らか

にする。

２．調査の対象と方法

１京都市の総合支援学校・「育」支援センター
京都市では，２００４年度より障害種別にとらわ

れず異なる障害を持つ児童生徒が同じ学校，同

じ教室で学ぶことが出来る総合制と，児童生徒

の居住地域に近い学校で学ぶことが出来る地域
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制との導入に取り組んでいる。また，校内体制

においては指導部・支援部・総務部の三部に業

務を分担し，相談センター機能を支援部の役割

として位置づけている。同時に京都市内の各養

護学校（現総合支援学校，以下，総合支援学校）

にセンター的機能を担う機関である「育」支援

センターを設置，各学校の支援部にその担当を

委ねている２）。

「育」支援センターの役割は，①地域の学校

や保護者からの相談等に対応する「教育相談・

支援」，②地域の学校やその他機関への研修等

を行う「研修支援・研究支援」，③車椅子やラ

イフジャケットなどの貸し出しや資料提供等を

行う「施設設備・資料利用」，④「育」支援セン

ターの活動内容などの紹介や地域のネットワー

ク構築などを行う「情報発信・啓発・連携」と

されている。Z総合支援学校においては，４つ

の役割の中で最も件数が多いのが「教育相談・

支援」となっている。また，京都市内の４つの

総合支援学校に大学教員や医師，心理の専門

家，総合支援学校地域支援コーディネーター，

教育委員会指導主事からなる「学校サポートチ

ーム」を置き，ケース会議や巡回相談員による

相談を行っている３）（京都市立総合支援学校長

会他，２００７）。

２「育」支援センターの相談内容調査分析の方法
「育」支援センターへの相談は，Z総合支援学

校のセンター票に記録されて保管される。本研

究では，２００４年度から２００７年度のZ総合支援学

校「育（はぐくみ）」支援センターで相談内容等

を記録したセンター票を調査対象とした。セン

ター票に記載された内容から当事者の名前と学

年，相談者と相談日，障害名，相談内容を抽出

し，幼稚園・保育園，小学校，中学校に整理し



た。なお高校生に関しては１名だけであったた

め，当事者が特定されないよう研究対象から外

した。

相談内容については，KJ法を用いて，表１に

示すように１６のカテゴリーに分類した。集計

は，年度の相談件数，学年の相談件数，相談内

容，相談者，相談終了までの相談期間，相談終

了までの相談回数，診断を受けた対象児の人数

と診断名に分け，単純集計した。なお当事者が

特定されないようクロス集計は行っていない。

３相談実績の妥当性
年度別件数を図１に示した。全体では２００５年
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度がピークであり，２００６，２００７年度はほぼ同数

の相談件数であった。２００４年度は開始年度であ

り，情報発信もされていなかったため，「育」支

援センターが機能していなかったと言わざるを

得ない。２００５年度は４００件を超えているものの，

２００６，２００７年度の相談件数を見れば，年間３００

件程度で落ち着いてきていることがわかる。し

たがって，実質３年間のデータの検討により，

ほぼ定着してきた相談センター機能の実績が明

らかにされるだろう。以下，その実績の分析か

らわかった特徴を述べる。

表１ カテゴリー分けした相談主訴とその主な内容

主な内容カテゴリー

対象児が授業に集中できない，授業中に立ち歩く，学力の問題など。学習問題

障
害
児
童
生
徒
を
含
む
児
童
生
徒
対
象

幅
広
い
主
訴

対象児の担任との関わり方，対象児が集団やクラスに入れない，周囲
の児童に対する担任の対応についてなど。

学級問題

児童生徒の問題の判断がつかない場合などに，現状把握のために行う
科目授業や給食・休憩時間中の観察。（相談は別日に行う）

学習観察

対象児に対して指示が入らない，言語に遅れがある，コミュニケーシ
ョンがとりにくいなど。

コミュニケーション

対象児が身の回りのことができない，朝起きれない，整理整頓ができ
ない，こだわりがあるなど。

日常生活

家族が障害を受け入れられない，育児に関して父母間の認識の違いが
ある，保護者と学校のトラブルなど。

家庭問題

対象児の学校内外での友人とのトラブルなど。友人問題

相談後の対象児の経過報告。経過報告

対象児の育成学級などへの移籍や卒業後の進路について。進路

明
確
な
主
訴

次年度，および他校への引継ぎについて。引継ぎ

対象児が虐待されている。虐待

対象児が不登校または不登校気味。不登校

発達検査の実施，および報告。検査実施・報告

障害児に対する自助具などの紹介。福祉機器相談障
害
児
童

生
徒
対
象

肢体不自由児に対する訓練やトレーニングの方法や取り組みについて。訓練指導（肢体不自由）

学校サポートチーム会議の実施，およびその内容の相談者への報告。サポート会議実施・報告



３．相談実績の特徴

１入学後に明らかになった小学校在籍児童の問題
図１に示したように，「育」支援センターへ

の相談は４年間一貫して小学校からの相談が主

流であり，これは田中（２００６）などの先行研究

の結果と一致する。

但し，図２に示したように，学年別では，小

学校の中でも小学２年生が圧倒的に多く，次い
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で小学３年生，１年生の順に多い。この３学年

で全体の５２％を占めている。また幼稚園・保育

園から小学校へ引き継いで相談しているケース

はまったく見られないことから，小学校に入学

してから問題が明らかになってきた児童が主た

る対象であることがわかる。なお，表２-１に

示したが，サポート会議に関する対象者はすべ

て小学生であった。

図１ ２００４年度から２００７年度に育支援センターが行った相談の年度別件数

図２ ２００４年度から２００７年度に育支援センターが行った相談の学年別件数



２学校での学習，学級運営での問題発生事例が
主流
相談内容を図３に示した（相談内容にはサポ

ート会議の連絡なども入っている。当事者の相

談内容種別に該当しないので，表２-１で別計

し，図３では除いている）。

相談内容では学級問題が最も多く，次いで学

習観察，学習問題と続く。学級問題，学習問題

の具体的な内容としては集団に入れない，授業

中に立ち歩くなど，平澤・神野・廣嶌（２００６）

の「担任教師が問題として感じている事象」と

一致していることが多い。なお学習観察は相談

を進めていくに当たって必要となる問題児童の

実態把握のための観察報告であるが，その実質

的な内容は学級問題，学習問題であることが多

かった。したがって，学級問題，学習問題，学

習観察の相談件数合計４２５件（全体の４８％）が

主要な相談内容であると言えるだろう。
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しかもそれは図４に示すように，４８０件（全

体の４９％）が担任からの相談である。さらに小

学校校長からの相談（１４４件）は相談開始時の

みで，そのほとんどが担任に引き継がれてい

る。田中（２００６）は，保護者からの相談が多い

としているが，盲・聾・養護学校に対するアン

ケートから保護者の問題が多いと推測している

に過ぎない。４年間の相談実績から分析した本

研究からは小学校の担任からの相談が最も多い

ことが明らかとなる。

つまり，相談センターに寄せられる相談は，

図３ ２００４年度から２００７年度に育支援センターが行った相談内容

表２–１ 相談内容（サポート会議）

サポート会議実施・報告

０幼・保

５０小

０中

５０合計



①小学校に入学してから認知され，②学習，学

級運営に関わっており，③保護者が気づかない

部分に担任が気づいた，といった特徴を持つ問

題が主であると言えるだろう。

また，図５，図６に示したように相談期間

別，相談回数別の人数では，期間では１ヶ月以

内が最も多く，回数では２回が最も多い。１年

以上，６回以上の相談は比較的少数であり，６

ヶ月以内のケースは全体の６９％，４回以内のケ

ースは全体の７１％を占める。それまでに相談が
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終了していたり，安定していたりするケースが

多いことがわかる。また，最終の相談では，

「気持ちを抑えるようになってきた」「集団でも

特に問題はない」「落ち着いてきた」など，問題

が解決されたケースの他に，「育成学級への移

籍」などを機に相談が来なくなるケースや具体

的な助言（肯定的な表現を使う，写真カードを

使用するなど）を行った後に相談が来なくなる

ケースなどが見られた。移籍後や具体的な助言

後，相談に来なくなるケースにおいては，問題

図５ ２００４年度から２００７年度に育支援センターが行った相談の期間

図４ ２００４年度から２００７年度に育支援センターが行った相談の相談者



がܧଓしていた場合，「育」支援センターへの

相談はせずに，各学校内で問題にऔり૊んでい

ることが推測からであΖう。

故に障害という点では，それほど顕著でな

い，または顕著になる前の問題の発見，及び支

援に対して，「育」支援センターが機能してい

る可能性が推測され，問題が顕著でないだけに

保護者も充分に気がついていないケースもある

と考える。

３特別支援教育の主な支援対象者は少数
先述したように２００７年度からの学校教育法の

改正により，相談センター機能の対象となる児

童生徒は，第八十一条第一項「次項各号（一

知的障害者 二 肢体不自由者 三 身体虚弱
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者 四 弱視者 五 難聴者 六 その他障害

のある者で，特別支援学級において教育を行う

ことが適当なもの）のいずれかに該当する児童，

生徒及び幼児その他教育上特別の支援を必要と

する児童，生徒及び幼児」と規定されていた。

田中（２００６）の報告や，本調査結果表２-２が

示したように，対象者の多くが障害等の診断を

受けておらず（診断で障害名があるのは全対象

者２５４人のうち６６名の約２６％），さらに前述図４

で示したように，育成学級（特別支援学級）担

任からの相談もわずかであり，そのほとんどが

普通学級の担任からの相談であることから，そ

の対象の多くが第八十一条における「その他教

育上特別の支援を必要とする児童，生徒及び幼

児」であることがわかった。

図６ ２００４年度から２００７年度に育支援センターが行った相談の回数

表２–２ 障害診断

診断なし
障害診断あり

その他LD知的障害
広汎性
発達障害

自閉症ス
ペクトラム

発達遅滞自閉症ADHD
高機能
自閉症

アスペ
ルガー

３４００１００１１１３４幼・保

１１６６１０２２０５７１２１６小

３８１００００２０３０５中

１８８７１１２２３６１１１５２５合計

※一人に２つ以上の障害名が診断されている場合，それぞれに集計してある。実数は６６名。診断なしは実数。



また図７，８に示したように，障害名の診断

を受けている児童生徒及び幼児が相談の長期

者，多回数者の多くを占めている。したがって

障害名の診断を受けていない対象者は，期間，

回数ともに短く少ないことがわかった。

４．考察

１「育」支援センターが果たしている機能
これまで述べてきたことから，相談実績の特
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徴は，①特別支援学校，特別支援学級の主たる

対象児に該当せず，②保護者もあまり気づいて

いない，小学校に入学して担任が気づく程度の

学習，学級運営上の問題を持つ子どもが主たる

対象で，③その児童への対応に困難を抱える担

任に対する支援が主であり，相談４回以内，半

年以内で「育」支援センターへ相談する必要が

なくなった，とまとめることができる。

したがって「育」支援センターは，本来，特

別支援学校，特別支援学級の対象児ではない，

図７ ２００４年度から２００７年度に育支援センターが行った相談における，対象児者の障
害有無とその相談期間

図８ ２００４年度から２００７年度に育支援センターが行った相談における，対象児
者の障害有無とその相談回数



学श，学ڃӡӦ上で問題を持つ「ͦのଞڭ育上

ಛ別の支援をඞཁとする児童，生ెٴͼ༮児」

のૣظ発ڭظૣ，ݟ育の機能を果たしているの

で͋る。

２児童相談所の性格行動相談４）を補完

つづいて，「育」支援センターの相談センター

機能を明確にするために，「育」支援センター

の果たしている役割と同様な機能を持っている

児童相談所の相談実績から検討を行って追う。
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京都市の児童相談所の相談内容別件数を表３

に示した。相談件数において，知的障害・自閉

症相談，言語発達障害等相談では０歳～５歳，

非行相談，不登校相談では１２歳以上が最も多

く，性格行動相談では，「育」支援センターと同

じく学齢児（６～１１歳）が最も多かった。内容

上も，性格行動相談は非行，不登校という顕著

な事象として問題が現れていないもので，明ら

かに「育」支援センターの相談内容に類似して

いると考えられる。

表３ 京都市児童相談所の各相談件数

知的障害・自閉症相談

２００６年２００５年２００４年２００３年２００２年２００１年２０００年

１３１６１３４０１５２１１４２２１０７５１０９５１０３９０～５歳

７３１６４５５０９４９６４４３３８３５８２６～１１歳

６２６５２２４２１４０５３７６３８９５２５１２歳～

言語発達障害等相談

２００６年２００５年２００４年２００３年２００２年２００１年２０００年

８１６６８３４６８４６０４０５４４６３５４０～５歳

１７８１１９２０２６３４４６４０６～１１歳

２６１５０２００２１２歳～

非行相談

２００６年２００５年２００４年２００３年２００２年２００１年２０００年

００００１１００～５歳

１９１７１６１１１３１４１６６～１１歳

２０２１９６２５０１５７２２１２３７２５１１２歳～

不登校相談

２００６年２００５年２００４年２００３年２００２年２００１年２０００年

００００００００～５歳

２１１６１０１６１６３３３３６～１１歳

３２２８２７５３６６７０６３１２歳～

性格行動相談

２００６年２００５年２００４年２００３年２００２年２００１年２０００年

１３０８６１３６６７３４５８３９０～５歳

１７０１７２２４８２２５１６１１４２９０６～１１歳

１００８７１０３７７７１６８６３１２歳～
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図９ 京都市の児童相談所における学齢児（６歳～１１歳）の
相談内容別件数の推移



さらに，図９に同じく京都市児童相談所の相

談における学齢児の件数のみを抽出して２０００年

から２００６年の推移を示した。相談内容別で７年

間の推移は多様であり，「育」支援センターが

開設された２００４年で区切ると全般的に２００４年か

ら２００６年にかけて増加傾向にあるが，性格行動

相談のみ，「育」支援センターが機能し始めた

２００５年度から大幅に減少していた。また，全国

の児童相談所における性格行動相談の件数で

は，２００５年度において減少傾向にあるものの，

ほぼ横ばいであり，２００５年度に大幅に減少して

いる京都市の性格行動相談の推移は特徴的であ

ると言える５）。

このことから「育」支援センターは，児童相

談所の学齢児（６～１１歳）の「性格行動相談」

を補完しつつ，「性格行動相談」の対象を拡大

し（児童相談所の性格行動相談は約７０件減少し

ているが，「育」支援センターは約３００件の相談

を受けている），「性格行動の教育相談」機関と

して機能していることが推測される。

「育」支援センターの連携先として普通学級

や特別支援学級，保護者などが挙げられている

が，むしろ機関の性質上，家庭・学校の不適応

に関する相談を行っている児童相談所との連携

を強化することにより，学校，家庭の両面で支

援が行え，より充実した支援が行えるのではな

いかと考えられた。

３総合支援学校（特別支援学校）の相談センタ
ー機能の専門性について
学校教育法第八十一条では，相談センター機

能の対象を特別支援学校，特別支援学級に該当

する児童生徒としているが，すでにそれを先行

して実施していた「育」支援センターの相談実

績では，各種障害を持つ子どもよりも，「その
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他教育上特別の支援を必要とする」子どもへの

対応が主であった。故に，総合支援学校の

「育」支援センターは障害の診断がない，問題

が顕著になっていない児童生徒及び幼児に対す

る相談機関として機能していたことがわかっ

た。したがって障害を前提とせず，広く教育的

に特別な支援を必要とするニーズに対応する特

別支援学校の相談センター機能が必須となって

いると言えるだろう。

しかし，相談を受ける者は特別支援学校教員

であり，相談を受ける場も特別支援学校であ

る。確かに障害に起因した特別なニーズを持つ

子どもへの経験や知識があるのは特別支援学校

であろうが，障害に起因しない，あるいは障害

だけに起因しないで特別なニーズを持つ子ども

の支援に関する経験や知識が特別支援学校には

必ずしも蓄積されていない。当面の対策として

は特別支援学校相談員に対しては，障害の診断

がされていない対象児童生徒及び幼児に対する

支援のあり方について研修，研究を行う必要が

あるだろう。また将来的な抜本的対策として

は，特別支援学校では，「個別の教育支援計画」

による特別支援学校在籍児童生徒への支援方法

等の蓄積が存在することから，これらを地域か

らの相談に活かせる体制作りを検討すること

や，相談センター機能を特別支援学校から機能

的にも空間的にも独立させ，別機関にすること

の検討が求められている。

最後に

本論文は，Z総合支援学校，校長先生（兼

「育」支援センター長）に了承を得て投稿して

います。記してお礼申し上げます。また，本研

究にご協力いただきましたZ総合支援学校支援



部の先生方に心よりお礼申し上げます。

註
１） 学校教育法第七十二条「特別支援学校は，視

覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体不自
由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。以下同
じ。）に対して，幼稚園，小学校，中学校又は高
等学校に準ずる教育を施すとともに，障害によ
る学習上又は生活上の困難を克服し自立を図る
ために必要な知識技能を授けることを目的とす
る。」

２） 京都市においては，法名称とは独自のものを
使用している。総合支援学校とは特別支援学
校，総合育成支援教育主任とは特別支援教育コ
ーディネーター，育成学級とは特別支援教育学
級である。

３） Z総合支援学校においては，池本・三品・吉
原（２００６），林・石橋（２００６），橋本・小林ら
（２００６）などで課題とされる教員の専門性や教
員数の不足にも，対応がなされている。専門性
については，学校全体で大学教員からの研修が
定期的に行われており，さらに独自に様々な活
動プロジェクトを設置し，支援部のみならず学
校全体での専門性向上に努めている。教員数の
不足に関しては校区の学校，施設からの相談を
２００６年度は教諭６名の体制で実施していたが，
２００７年度は常勤講師１名，非常勤講師２名が追
加され，人員確保にも努めている。

４） 京都市児童福祉センター（２００７）によると，
性格行動相談は「子どもの人格の発達上問題と
なる反抗，友達と遊べない，落ち着きが無い，
内気，緘黙，不活発，家庭内暴力，生活習慣の
著しい逸脱等性格若しくは行動上の問題を有す
る子どもに関する相談」とされている。

５） 全国では約５％の減少に対し，京都市では約
３０％の減少が見られる。
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Abstract:Intheschoolyearof2007,theschooleducationlawwasrevised.Sincethisrevision,
variousattemptswithchallengedstudentshavebeenconductedinschoolsforstudentswith

specialneedsalloverthecountry.Forexample,someeducationboardseliminatedthebarrier

separatingdifferentgroupsofchallengedstudentsandnowtheyareabletostudyinthesame

school.

Kyotocity,however,hashadthissysteminplaceforthepast4years.Challengedchildrenof

varyingabilitieshavebeenabletocommutetotheirnearestschoolandstudyinthesameschool

insteadofbeingseparated.Moreoverinadditionthe“HagukumiSupportCenter”wassetupin

eachschoolforstudentswithspecialneedsinKyotocity.Thecenterisexpectedtotakeanactive

partinthecommunity.Itconsultswiththesurroundingschoolsabouttheirproblems,questions,

worriesandsoon.

Thisstudyanalyzedtheissuesaddressedbythecenterandexaminedtherolespecialneeds

schoolsplayinthedevelopmentoftheirstudents.Itshowedthatmanystudentsinpublicprimary

schoolswereover-diagnosedandlabeledas“disabled”wheninactualitytheproblemcamedown

toclassmanagementofavarietyoflearningspeeds.Therefore,thisstudysuggeststhatschools

forstudentswithspecialneedsrequireaidinthedetectionandeducationofthesestudentsduring

theearlystagesoftheirdevelopment.

Keywords:schoolforstudentswithspecialneeds,educationalconsultant,disability

Examinationofthefunctionsoftheeducationalsupportcenter
inaschoolforstudentswithspecialneedsinKyotocity

NIUTakuya＊

＊Ph.DCandidate,GraduateSchoolofSociology,RitsumeikanUniversity


